
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� 平成 30 年４月～６月分の裁決事例                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
Ｑ：平成30年の４月から６月の裁決事例が

公表されたそうですが、どのようなものがあ

りましたか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次のようなものがありました。 

【解説】  

先ごろ、国税不服審判所から、平成30年４

月～６月分の裁決事例が公表されました。 

国税通則法関係が３件、所得税法関係が４

件、法人税法関係が６件、登録免許税関係が１

件、消費税法関係が２件、国税徴収法関係が２

件の18件です。 

主なものには、次のものがありました。 

【所得税の推計課税】 

審判所は、推計課税が認められるのは、①

納税義務者が収入及び支出を明らかにし得る

帳簿書類を備え付けていないこと、②帳簿書

類の備付けがあってもその記載内容が不正確

であること、③納税義務者が資料の提供を拒

否するなど税務調査に非協力であることなど

により、実額計算の方法による課税を行うこ

とが不可能又は著しく困難な場合に限られる

とした上で、本件は、調査担当職員が再三にわ

たり、請求人に対し、事業所得の金額の計算に

必要な帳簿書類等の提示を求めたにもかかわ

らず、請求人が税理士以外の第三者の立会い

を求めて調査に協力せず、帳簿書類等を提示

しなかったので、請求人の事業所得の金額を

帳簿書類等に基づき計算することができなか

ったのであるから、推計の必要性が認められ

るとしました。 
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